
年間死亡数の増加等
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※平成28年以降については推計値

約126万人
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パロマ給湯器事件（一酸化炭素中毒死）表面化
時津風部屋力士暴行死事件
衆議院法務事情等調査議員団が提言
東日本大震災
死因究明等の推進に関する法律が成立（議員立法）
同法施行（10月には死因究明等推進会議等が第１回会合）
死因究明等推進計画検討会最終報告書
死因究明等推進計画（閣議決定）

平成18年（2006年）
平成19年（2007年）
平成20年（2008年）
平成23年（2011年）
平成24年（2012年）

平成26年（2014年）

推進計画策定までの主な経緯

○地域の状況に応じた死因究明等施策の検討
　・関係機関との情報交換、課題の共有、個別問題についての検討
　・「地方版死因究明等推進計画」の策定

○人材育成及び資質向上
　・死体検案講習会の受講呼びかけ等検案能力向上に向けた取組
　・「小児死亡事例に対する死亡時画像診断モデル事業」への参加呼びかけ

○検案、解剖等の実施体制の充実
　・地域における検案や解剖の実施体制の把握、充実方策についての検討
　・厚生労働省の異状死死因究明支援事業の活用についての検討

○死因究明により得られた情報の活用
　・死因究明により得られた情報の疾病予防や事故再発防止等への活用の検討

死因究明等推進協議会
国の取組 都道府県の

取組

都道府県
（知事部局）

検討事項のイメージ（例）

医師・歯科医師
（医師会・歯科医師会等）

警察・海保・検察

大学
（医学部・歯学部・薬学部等） 病院等

1 社会の変化と死因究明2 期待される方向性

我が国における年間死亡数（約

126万人）は、人口の高齢化を反映

して増加傾向にあり、警察の死体取

扱数（約17万体：交通関係及び東

日本大震災の死者を除く）も過去

10年間で約２割強の増加となって

います。

①重要な公益性を有することが認識され、社会に位置付けられること
これまで我が国では、死因究明等の重要性が

必ずしも十分に認識されておらず、各種施策も

相互の連携が十分でなかったとの指摘がありま

す。

今後は、死因究明等が、社会全体が追求して

いくべき重要な公益性を有するものとして位置

付けられていくことが求められます。

②国と地方における実施体制が強化されること
国の関係省庁と、地方の知事部局、都道府県

警察、大学、医療機関、関係団体、医師、歯科

医師その他の関係者が有機的に連携しながら、

死因究明等の実施に当たることが期待されま

す。

③人材の育成・資質向上が図られること
死因が明らかでない死体が発見等された場合

には、

・捜査機関による捜査・調査（社会的事実

の調査）と

・医師による検案（医学的な調査）

が行われます。

そして、質の高い検案に基づいた正確な死体

検案書が作成される必要があります。

大学等の教育研究拠点を整備するとともに、医師、歯科医師、警察職員等の育成・資質向上

を図る必要があります。

また、東日本大震災等の大規模災

害においては、身元の確認作業が困

難を極めたことから、平素から身元

確認のための態勢を整備しておくこ

との重要性が改めて認識されまし

た。

我が国の死因究明制度は、諸外国に比べて必ずしも十分なものとは言い難い状況にあり、犯罪

を見逃してしまったケースも見受けられたことから、死因究明体制の強化が求められるに至りま

した。

このため、平成24年６月に死因究明等の推進に関する法律（平成24年法律第33号）が議員

立法で制定され、同法に基づく政府の死因究明等推進会議の議論を経て、平成26年６月に「死

因究明等推進計画」が閣議決定されました。
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